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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上ロールアセンブリが軸方向に３分割以上に分割された上分割補強ロールによって上作
業ロールを支持し、
　該上分割補強ロールは個別に荷重検出装置及び圧下装置、並びに、上分割補強ロール圧
下装置を制御する上補強ロール圧下位置制御装置を有し、
　下ロールアセンブリは一体型の補強ロールが下作業ロールを支持し、かつ下作業ロール
鉛直方向たわみ調整装置を有する板圧延機であって、
　下作業ロール鉛直方向たわみの目標値を実現することを目的として、前記下作業ロール
鉛直方向たわみ調整装置の制御目標値を圧延条件に応じて演算する下作業ロール鉛直方向
たわみ目標値演算装置と、
　その演算結果に基づいて前記下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置を制御する下作業ロ
ール鉛直方向たわみ制御装置と、
　所望の幅方向圧延荷重分布または幅方向板厚分布を達成することを目的として、前記上
分割補強ロールの荷重検出装置による荷重検出値から圧延材～作業ロール間の幅方向圧延
荷重分布および／または当該圧延機出側の幅方向板厚分布を推定する荷重分布および／ま
たは板厚分布演算装置と、
　前記目的のための上分割補強ロール圧下装置の制御目標値を演算する上補強ロール圧下
位置目標値演算装置と、
　その演算結果に基づいて該上分割補強ロール圧下装置を制御する上補強ロール圧下位置
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制御装置とを有することを特徴とする板圧延機。
【請求項２】
　前記下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置が、下作業ロールベンディング装置であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の板圧延機。
【請求項３】
　前記下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置が、下補強ロールベンディング装置であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の板圧延機。  
【請求項４】
　前記下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置が、下補強ロールのプロフィル可変装置であ
ることを特徴とする請求項１に記載の板圧延機。
【請求項５】
　下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置が、下作業ロールまたは下中間ロール胴部に略水
平方向の力を負荷する横押しロールを含む装置であることを特徴とする請求項１に記載の
板圧延機。
【請求項６】
　上ロールアセンブリが、軸方向に３分割以上に分割された分割補強ロールによって上作
業ロールを支持する構成であり、
　該上分割補強ロールは個別に荷重検出装置及び圧下装置、並びに、上分割補強ロール圧
下装置を制御する上補強ロール圧下位置制御装置を有し、
　下ロールアセンブリは一体型の補強ロールが下作業ロールを支持し、かつ下作業ロール
鉛直方向たわみ調整装置を有する板圧延機の制御方法であって、
　下作業ロール鉛直方向たわみの目標値を実現することを目的として、前記下作業ロール
鉛直方向たわみ調整装置の制御目標値を圧延条件に応じて演算する工程と、
　その演算結果に基づいて前記下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置を制御する工程と、
　所望の幅方向圧延荷重分布または幅方向板厚分布を達成することを目的として、前記上
分割補強ロールの荷重検出装置による荷重検出値から圧延材～作業ロール間の幅方向圧延
荷重分布および／または当該圧延機出側の幅方向板厚分布を推定する工程と、
前記目的のための上分割補強ロール圧下装置の制御目標値を演算する工程と、
　その演算結果に基づいて該上分割補強ロール圧下装置を制御する工程とからなることを
特徴とする板圧延機の制御方法。
【請求項７】
　下作業ロール鉛直方向たわみの目標値は圧延材の幅方向反り形状が平坦になることを目
標として決めることを特徴とする請求項６に記載の板圧延機の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は荷重検出装置と圧下装置を個別に有する分割補強ロールで作業ロールを直接支
持する形式の板圧延機およびその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図９は、特許第２１０１０５９号（特開平０５－０６９０１０号公報、特許文献１）、
特許第３１４２１８６号（特開平０６－２６２２２８号公報、特許文献２）および非特許
文献１（第５８回塑性加工連合講演会講演論文集(２００７)、ｐｐ１５３－１５４）等に
開示されている新型式圧延機の例を示している。この圧延機は個別に荷重検出装置４およ
び圧下装置１４を有する上分割補強ロール１－１で上作業ロール２－１を直接サポートし
ており、荷重検出装置４で測定された分割補強ロール荷重から上作業ロール２－１と圧延
材３の間に作用している圧延荷重分布をリアルタイムに推定して制御することで非定常部
のない高精度、高応答な形状制御が実行できるのが特徴となっている。本願明細書ではこ
の型式の圧延機を知能圧延機と称することにする。
【０００３】
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　図９の例では分割補強ロールを圧延機入側に３個、出側に４個の合計７個配備している
が、圧延対象となる板材の板幅範囲に応じて、さらに多くの分割補強ロールを配備する場
合がある。例えば、板幅８００～５５００ｍｍの範囲の板を圧延する場合は、最小板幅で
も３個の分割補強ロールを大略含むように構成すべきであり、その場合、分割補強ロール
胴長は大きくても３００ｍｍ程度となり、板幅５５００ｍｍの板を圧延するためには胴長
３００ｍｍの分割補強ロールを１９個配備する必要がある。また他の例として、板幅６０
０～１８００ｍｍの範囲の板を圧延する場合は、分割補強ロール胴長は大きくても２２０
ｍｍ程度となり、板幅１８００ｍｍの板を圧延するためには胴長２２０ｍｍの分割補強ロ
ールを９個配備する必要がある。
【０００４】
　また図９の例では，下ロールアセンブリは一体型の下補強ロール１－２で下作業ロール
２－２を支持する通常の４段圧延機と同じ構造となっている。下作業ロール２－２の直径
は上作業ロールと同じである。下補強ロール１－２および下作業ロール２－２の胴長は、
上作業ロール１－１の胴長と等しい。
【０００５】
　引用文献１の知能圧延機の例では、図９と同様に下ロールアセンブリは通常の４段圧延
機と同じ構造となっており、下作業ロールたわみを制御するためのロールベンディング装
置が配備されているが、下作業ロールたわみの制御は圧延材～作業ロール間の幅方向圧延
荷重分布を制御する目的で使用される。このため、上作業ロールたわみと圧延材の板厚分
布によって下作業ロールたわみの制御目標値は一意に決まってしまい、別の目的で下作業
ロールたわみの目標値を与えて制御することができない。
【特許文献１】特開平０５－０６９０１０号公報（段落［００２６］［００２７］参照）
【特許文献２】特開平０６－２６２２２８号公報
【非特許文献１】第５８回塑性加工連合講演会講演論文集(２００７)、ｐｐ１５３－１５
４
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記したような特許文献１に開示されている下作業ロールたわみの制御技術では、例え
ば圧延荷重が大きくなって上作業ロールたわみが大きくなると、幅方向圧延荷重分布制御
のため下作業ロールもこれに沿ってたわむことになる。これは圧延材の曲げ剛性は作業ロ
ールの曲げ剛性に比べると無視できるほど小さいので、上作業ロールがたわむと圧延材は
上作業ロールに沿って幅方向に曲げられ、下作業ロールは幅方向圧延荷重分布を維持する
ため下作業ロールたわみ制御装置によって圧延材の幅方向プロフィルに沿って曲げられる
ためである。すなわち、圧延材は上下作業ロールによってロールバイト内にある断面全体
が板厚方向に圧縮の塑性変形を受けながら幅方向に曲げられるため、この幅方向曲がり形
状が転写され、圧延荷重が大きく上作業ロールたわみが大きい場合には圧延後に幅方向反
り形状不良を生じることになる。
【０００７】
　本発明は、耳波、中波等の長手方向の波形状不良のみならず、圧延後に幅方向反り形状
不良をも抑え、良好な板形状を得ることができる板圧延機、およびその制御方法を提供す
ることを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　発明者らは、圧延材が弾性変形領域にある場合は、作業ロールたわみが大きくなって圧
延材が幅方向に曲げられてもその曲げが圧延材に転写されることはないが、有意な塑性ひ
ずみを与える圧延を実行すると、少なくとも上下作業ロール間すなわちロールバイト内に
ある圧延材の断面全体が塑性変形領域に入るので、この状態で上下作業ロールによって幅
方向に僅かでも曲げられると、この幅方向曲がりの方向に永久ひずみを生じ、幅方向反り
形状が発生することを知見した。
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【０００９】
　このことから、板形状を制御するためには幅方向圧延荷重分布を制御するだけでは不十
分で、上下作業ロール鉛直方向たわみを通じて圧延材の幅方向曲がりをも制御する必要が
あることがわかる。そこで本発明では、知能圧延機において、下作業ロール鉛直方向たわ
みの目標値を実現するための下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置の制御目標値を圧延条
件に応じて演算し、その演算結果に基づいて下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置を制御
する。そして、上分割補強ロールの荷重検出装置による荷重検出値から圧延材～作業ロー
ル間の幅方向圧延荷重分布および／または当該圧延機出側の幅方向板厚分布を推定し、所
望の幅方向圧延荷重分布または幅方向板厚分布を達成するための上分割補強ロール圧下装
置の制御目標値を演算し、その演算結果に基づいて上分割補強ロール圧下装置を制御する
。これにより、幅方向反り形状を含め、形状フラットな鋼板を製造することが可能となる
。
【００１０】
　本発明は上記知見に基づくものであって、本発明の板圧延機は、上ロールアセンブリが
軸方向に３分割以上に分割された上分割補強ロールによって上作業ロールを支持し、該上
分割補強ロールは個別に荷重検出装置及び圧下装置、並びに、上分割補強ロール圧下装置
を制御する上補強ロール圧下位置制御装置を有し、下ロールアセンブリは一体型の補強ロ
ールが下作業ロールを支持し、かつ下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置を有する板圧延
機であって、下作業ロール鉛直方向たわみの目標値を実現することを目的として、前記下
作業ロール鉛直方向たわみ調整装置の制御目標値を圧延条件に応じて演算する下作業ロー
ル鉛直方向たわみ目標値演算装置と、その演算結果に基づいて前記下作業ロール鉛直方向
たわみ調整装置を制御する下作業ロール鉛直方向たわみ制御装置と、所望の幅方向圧延荷
重分布または幅方向板厚分布を達成することを目的として、前記上分割補強ロールの荷重
検出装置による荷重検出値から圧延材～作業ロール間の幅方向圧延荷重分布および／また
は当該圧延機出側の幅方向板厚分布を推定する荷重分布および／または板厚分布演算装置
と、前記目的のための上分割補強ロール圧下装置の制御目標値を演算する上補強ロール圧
下位置目標値演算装置と、その演算結果に基づいて該上分割補強ロール圧下装置を制御す
る上補強ロール圧下位置制御装置とを有することを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明の板圧延機の制御方法は、上ロールアセンブリが、軸方向に３分割以上に
分割された分割補強ロールによって上作業ロールを支持する構成であり、該上分割補強ロ
ールは個別に荷重検出装置及び圧下装置、並びに、上分割補強ロール圧下装置を制御する
上補強ロール圧下位置制御装置を有し、下ロールアセンブリは一体型の補強ロールが下作
業ロールを支持し、かつ下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置を有する板圧延機の制御方
法であって、下作業ロール鉛直方向たわみの目標値を実現することを目的として、前記下
作業ロール鉛直方向たわみ調整装置の制御目標値を圧延条件に応じて演算する工程と、そ
の演算結果に基づいて前記下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置を制御する工程と、所望
の幅方向圧延荷重分布または幅方向板厚分布を達成することを目的として、前記上分割補
強ロールの荷重検出装置による荷重検出値から圧延材～作業ロール間の幅方向圧延荷重分
布および／または当該圧延機出側の幅方向板厚分布を推定する工程と、前記目的のための
上分割補強ロール圧下装置の制御目標値を演算する工程と、その演算結果に基づいて該上
分割補強ロール圧下装置を制御する工程とからなることを特徴とする板圧延機の制御方法
。
【００１２】
　前記板圧延機において、下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置は、下作業ロールベンデ
ィング装置、下補強ロールベンディング装置、下補強ロールのプロフィル可変装置、およ
び下作業ロールもしくは下中間ロール胴部に略水平方向の力を負荷する横押しロールを含
む装置のいずれかまたはこれら２つ以上の組み合わせとすることができる。
【００１３】
　前記板圧延機の制御方法において、下作業ロール鉛直方向たわみの目標値は圧延材の幅
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方向反り形状が平坦になることを目標として決めるようにしてもよい。
【００１４】
　本発明が適用される圧延材の材質は、鉄、鋼、チタン、アルミニウム、銅、およびこれ
ら各金属材料の合金である。本発明は熱間圧延および冷間圧延の粗圧延、中間圧延または
仕上圧延中または後における形状制御に用いられる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明では、知能圧延機において、上分割補強ロール圧下装置を制御するとともに、下
作業ロール鉛直方向たわみの目標値を実現するための下作業ロール鉛直方向たわみ調整装
置の制御目標値を圧延条件に応じて演算し、その演算結果に基づいて下作業ロール鉛直方
向たわみ調整装置を制御する。これにより、幅方向反り形状不良がなく、長手方向平坦度
も良好な鋼板を製造することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　図１に本発明の好ましい実施形態を示す。上作業ロール２－１および下作業ロール２－
２は、それぞれ上分割補強ロール１－１および下補強ロール１－２によって支持されてい
る。
【００１７】
　上分割補強ロール１－１は個別に上作業ロール２－１との共通法線の方向に滑らかに摺
動可能に上補強ロールキャリッジ９に取り付けられている。作業ロール２－１から共通法
線方向に作用する荷重は、各上分割補強ロール１－１毎に配備された荷重検出装置４を介
して上補強ロールキャリッジ９で支持されている。上補強ロールキャリッジ９は上フレー
ム１０によって支持され、上フレーム１０は主圧下装置１１を介してミルハウジング１２
に支持されている。また、上分割補強ロール１－１は、上補強ロール偏心軸５の角度を上
補強ロール偏心アーム６を介して位置制御装置７によって所定位置に制御される。これに
よって、上作業ロール２－１との共通法線方向の上分割補強ロール圧下位置が個別に制御
可能となっている。ここで圧下位置制御装置７は、アクチュエーターとしての油圧シリン
ダーと、油圧シリンダのロッド位置測定装置と、該位置測定装置の検出信号に基づき該油
圧シリンダのロッド位置を制御する油圧回路（いずれも図示しない）とからなっている。
また、上補強ロール圧下位置制御装置１４は、圧下位置制御装置７、上補強ロール偏心軸
５、及び上補強ロール偏心アーム６により構成されている。なお、このアクチュエーター
としては油圧シリンダーではなくサーボモータ等の電動機であっても差し支えない。主圧
下装置１１は、作業側と駆動側に一対配備され、上分割補強ロール１－１および上作業ロ
ール２－１の圧下方向の剛体変位成分を制御する。
【００１８】
　下作業ロール２－２は一体型の下補強ロール１－２によって支持されており、下作業ロ
ール２－２のたわみを目標値に制御する下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置として、下
作業ロールベンディング装置８が配備されている。
【００１９】
　図１の知能圧延機は、上補強ロール１－１の荷重検出装置４による荷重検出値および上
補強ロール圧下位置の現在値から圧延材～作業ロール間の幅方向圧延荷重分布および／ま
たは当該圧延機出側の幅方向板厚分布を推定する荷重分布および／または板厚分布演算装
置４０を備えている。該演算結果を用いて所望の幅方向荷重分布または幅方向板厚分布を
達成するための上分割補強ロール圧下装置の制御目標値を演算する圧下位置演算装置４２
を備えている。また、その演算結果に基づいて前述の圧下位置制御装置７を含む該上分割
補強ロール圧下装置を制御する上補強ロール圧下位置制御装置１４を備えている。
【００２０】
　さらに、図１の知能圧延機は、以上の構造の圧延機に加えて、圧延材の板幅や圧延荷重
等の圧延条件から所定の下作業ロール鉛直方向たわみの目標値を達成するための下作業ロ
ール鉛直方向たわみ調整装置、すなわち下作業ロールベンディング装置８の制御目標値を
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演算する下作業ロール鉛直方向たわみ目標値演算装置３０を備えている。また、該制御目
標値演算結果に基づいて下作業ロールベンディング装置８を制御する前記下作業ロール鉛
直方向たわみ制御装置３２を有している。
【００２１】
　なお、図１の例では、幅方向圧延荷重分布および／または幅方向板厚分布を推定する荷
重分布および／または板厚分布演算装置４２は、上分割補強ロール荷重検出装置４による
荷重検出値の他に、上分割補強ロール圧下位置の現在値を利用して演算を実行する構成と
なっている。しかし、圧延荷重が十分大きく相対的に上作業ロール２－１のたわみ剛性が
無視できる条件であって、幅方向圧延荷重分布のみを演算する場合には、上分割補強ロー
ル圧下位置の情報を省略して演算することも可能である。また、下作業ロール鉛直方向た
わみ調整装置（下作業ロールベンディング装置）８の制御目標値を決めるための下作業ロ
ール鉛直方向たわみの目標値としては、圧延材３の幅方向反り形状が平坦になることを目
標として決めることが好ましい。
【００２２】
　図２は、本発明の他の実施の形態を示している。図２に示す知能圧延機は、上ロールア
センブリが図１に示す知能圧延機と同じである。下ロールアセンブリでは、下補強ロール
１－２は一体型補強ロールであるが、下作業ロール２－２の水平方向たわみを抑制するた
め２本で下作業ロール２－２を支持している。図１に示す知能圧延機と同様に下作業ロー
ルたわみは、下作業ロールベンディング装置８で制御する。
【００２３】
　図３は、以上のように構成された知能圧延機の制御方法の工程を示している。先ず、圧
延条件および下作業ロール鉛直方向たわみの目標値を設定する。この下作業ロール鉛直方
向たわみの目標値を実現するための下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置８の制御目標値
を圧延条件に応じて演算する。その演算結果に基づいて下作業ロール鉛直方向たわみ調整
装置８を制御する。
【００２４】
　ついで、上分割補強ロール１－１の荷重検出装置４による荷重検出値から圧延材～作業
ロール間の幅方向圧延荷重分布および／または圧延機出側の幅方向板厚分布を推定する。
所望の幅方向圧延荷重分布または幅方向板厚分布を達成するための上補強ロール圧下位置
制御装置１４の制御目標値を演算する。その演算結果に基づいて圧下位置制御装置７を含
む上補強ロール圧下位置制御装置１４を制御する。
【００２５】
　図４は、作業ロールベンディング装置１５を備えた上、下ロールアセンブリの正面図で
ある。作業ロールベンディング装置１５は、通常の板圧延機にも採用されており、上下の
作業ロール２－１、２－２に作業ロールベンディング力を加える。この作業ロールベンデ
ィング装置１５は、本発明の知能圧延機にも設けられている。なお図４に示す作業ロール
ベンディング装置は通常の４段圧延機等によく採用される型式で上下作業ロールに同時に
同じ大きさの力を負荷する構成となっているが、本発明の場合、図１等に示すように下作
業ロールにのみベンディング力を負荷する構成でも良い。
【００２６】
　本発明は図４に示す作業ロールベンディング装置１５に加えて、さらに下作業ロール鉛
直方向たわみ調整装置を備えている。図５は、本発明の請求項３の板圧延機の主要部分の
実施形態を示す。図５の板圧延機には下作業ロール鉛直方向たわみ調整装置すなわち下補
強ロールベンディング装置１６が配備されている。下補強ロール１－２には、ロールチョ
ックが片側に２個、すなわちアウターチョック１７およびインナーチョック１８が配備さ
れている。インナーチョック１８が圧延反力をプレッシャーブロックを経由して、あるい
は直接圧延機ハウジングに伝達する役割を担い、アウターチョック１７は補強ロールベン
ディング力を下補強ロール１－２に伝える役割を担っている。このような構成により、圧
延荷重が大きくなって下作業ロール鉛直方向たわみが大きくなり幅方向反り形状不良の発
生が懸念される場合には、適切な補強ロールベンディング力を負荷することにより下作業
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ロール鉛直方向たわみを適切に制御し、幅方向反り形状不良の発生を防止することが可能
となる。また、補強ロールベンディング力に前記作業ロールベンディング力を併用するこ
とで、より広範かつ高精度な下作業ロール鉛直方向たわみ制御が可能となる。
【００２７】
　図６は、請求項４の板圧延機の主要部分の実施形態を示す。図６の板圧延機では下補強
ロール１－２がロールプロフィル可変機能を備えている。具体的には、下補強ロール１－
２の胴部には下補強ロールプロフィル制御用油圧チャンバー２０が内蔵されており、油圧
装置（図示しない）を用いて、油圧チャンバー２０内の油圧を制御することにより、補強
ロールプロフィルを変更できるように構成されている。このような構成により、圧延荷重
が大きくなって下作業ロール鉛直方向たわみが大きくなり幅方向反り形状不良の発生が懸
念される場合には、下補強ロールプロフィル制御用油圧チャンバー２０内の油圧を適切に
制御することにより、補強ロールプロフィルそして下作業ロール鉛直方向たわみを適切に
制御し幅方向反り形状不良の発生を防止することが可能となる。なお、ロールプロフィル
可変機構としては、テーパ状のリングをロール胴部に内蔵してこれを油圧機構によってロ
ール軸方向に移動させることでロールプロフィルを可変とする機構が実用化されており、
この機構を補強ロールプロフィル可変装置として採用してもよい。また、補強ロールプロ
フィル制御に前記作業ロールベンディング力を併用することで、より広範かつ高精度な下
作業ロール鉛直方向たわみ制御が可能となる。
【００２８】
　図７に請求項５の板圧延機の主要部分の実施形態を側面図で示す。図７の板圧延機では
下作業ロールを水平方向にたわませることを目的として、略水平方向力を作業ロール胴部
に負荷することができる横押しロール２１が圧延機後面側に配備されている。横押しロー
ル２１には下作業ロール２－２の胴部中央を強く押すことができるように凸クラウンが付
与されている。さらに、下作業ロール２－２は下補強ロール１－２に対して圧延機後面側
にオフセットして配備されており、下作業ロール２－２の胴部を横押しロール２１で押す
ことによって、下作業ロール２－２の鉛直方向たわみを上凸の方向に変化させることがで
きる。このたわみ変化の方向は圧延荷重による下作業ロールたわみを打ち消す方向である
ので、圧延荷重が大きくなって下作業ロールたわみが大きくなり、幅方向反り形状不良の
発生が懸念される場合には、横押しロール２１の押し力を適切に制御して下作業ロールた
わみを適切に制御することで幅方向反り形状不良の発生を防止することが可能となる。な
お、横押しロールを圧延機前面側に配置し、下作業ロール２－２の下補強ロール１－２に
対するオフセットを圧延機前面側にしても同様の効果が得られる。また、横押しロールの
押し力制御に前記作業ロールベンディング力を併用することで、より広範かつ高精度な下
作業ロールたわみ制御が可能となる。
【００２９】
　図８に請求項５の板圧延機の主要部分の他の実施形態を側面図で示す。図８の板圧延機
では下作業ロール２－２と下補強ロール１－２の間に中間ロール２２が圧延機前面側にオ
フセットされて配備されている。さらに、中間ロール２２を水平方向にたわませることを
目的として、略水平方向力を中間ロール胴部に負荷することができる横押しロール２３が
圧延機前面側に配備されている。横押しロール２１には中間ロールの胴部中央を強く押す
ことができるように凸クラウンが付与されている。中間ロール２２は下補強ロール１－２
および下作業ロール２－２に対して圧延機前面側にオフセット（Δｘ）しているので、中
間ロール２２の胴部を横押しロール２３で押すことによって、下作業ロールの鉛直方向た
わみを上凸の方向に変化させることができる。このたわみ変化の方向は圧延荷重による下
作業ロールたわみを打ち消す方向であるので、圧延荷重が大きくなって下作業ロールたわ
みが大きくなり幅方向反り形状不良の発生が懸念される場合には、横押しロール２３の押
し力を適切に制御して下作業ロールたわみを適切に制御することで幅方向反り形状不良の
発生を防止することが可能となる。なお、横押しロールを圧延機後面側に配置し、中間ロ
ール２２の下補強ロール１－２および下作業ロール２－２に対するオフセットを圧延機後
面側にしても同様の効果が得られる。また、横押しロールの押し力制御に前記作業ロール
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ベンディング力を併用することで、より広範かつ高精度な下作業ロールたわみ制御が可能
となる。
【実施例】
【００３０】
　図５の構造の知能圧延機を用いた本発明の実施例について説明する。作業ロールは直径
２００ｍｍ、胴長１９６０ｍｍであり、上分割補強ロールは直径３００ｍｍ、胴長２４０
ｍｍのものが圧延機前面に３個、圧延機後面に４個配備され、作業ロールを鉛直線より３
７．５°の角度でサポートし、下補強ロールは直径５００ｍｍ、胴長２２００ｍｍ、イン
ナーチョックの支点間距離２８３４．６ｍｍ、アウターチョックの支点間距離は４８３４
、６ｍｍ、すなわちインナーチョックとアウターチョックの距離は１０００ｍｍである。
なおロールプロフィルは下補強ロールのみ０．９４ｍｍ／直径の放物線カーブを付与し、
他の何れのロールもフラットである。この圧延機で板厚２．０ｍｍ、板幅１３００ｍｍの
軟鋼板を０．４％の伸び率で圧延した時、圧延荷重は０．８３ＭＮであった。圧延中は上
分割補強ロールの荷重検出装置による荷重検出値から圧延材～作業ロール間の幅方向圧延
荷重分布を推定し、幅方向圧延荷重分布フラットを達成するための上分割補強ロール圧下
装置の制御目標値を演算し、その演算結果に基づいて上分割補強ロール圧下装置を制御し
た結果、長手方向波形状も幅方向反りもなく形状フラットな板が得られた。次に同じ圧延
機で板厚３．２ｍｍ、板幅１３００ｍｍの超高張力鋼板を０．２％の伸び率で圧延した時
、圧延荷重は２．８０ＭＮとなり、軟鋼板の場合と同じ圧延制御方法で圧延したが、上補
強ロール制御の結果、長手方向波形状は発生しなかったものの、ロールたわみが大きくな
った結果、約０．８ｍｍの幅方向反りを生じた。そこで下作業ロールたわみを圧延板の存
在する範囲でほぼ零にするための下補強ロールベンディング力を計算し、得られた補強ロ
ールベンディング力１．１７ＭＮを補強ロールのアウターチョックに負荷して圧延を実行
した結果、幅方向反りも解消し形状フラットな板を得ることができた。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】本発明の好ましい実施形態であって、板圧延機の断面図である。
【図２】本発明の好ましい他の実施形態であって、板圧延機の断面図である。
【図３】本発明の好ましい実施形態であって、制御方法のフローチャートとともに示す板
圧延機の断面図である。
【図４】本発明の板圧延機に用いられる作業ロールベンディング装置を含む上、下ロール
アセンブリの正面図である。
【図５】本発明の補強ロールベンディング装置を含む板圧延機の主要部分の実施形態を示
す正面図である。
【図６】本発明の補強ロールプロフィル制御用チャンバーを含む板圧延機の主要部分の実
施形態を示す正面図である。
【図７】本発明の作業ロール横押しロールを含む板圧延機の主要部分の実施形態を示す側
面図である。
【図８】本発明の中間ロール用横押しロールを含む板圧延機の主要部分の実施形態を示す
側面図である。
【図９】従来の知能圧延機であって、図（ａ）は平面図、図（ｂ）は図（ｃ）のＡ－Ａ’
線に沿う断面図、および図（ｃ）は側面図である。
【符号の説明】
【００３２】
１－１　上補強ロール　　　　　　　　　１－２　下補強ロール
２－１　上作業ロール　　　　　　　　　２－２　下作業ロール
　　３　圧延材　　　　　　　　　　　　　　４　荷重検出装置
　　５　上補強ロール偏心軸　　　　　　　　６　上補強ロール偏心アーム
　　７　圧下位置制御装置　　　　　　　　　８　下作業ロールベンディング装置
　　９　上補強ロールキャリッジ　　　　　１０　上フレーム
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　１１　主圧下装置　　　　　　　　　　　１２　ミルハウジング
　１３　下補強ロールチョック　　　　　　１４　上補強ロール圧下位置制御装置
　１５　作業ロールベンディング装置　　　１６　下補強ロールベンディング装置
　１７　下補強ロールアウターチョック　　１８　下補強ロールインナーチョック
　１９　プレッシャーブロック　
　２０　下補強ロールプロフィル制御用油圧チャンバー
　２１　作業ロール用横押しロール　　　　２２　中間ロール
　２３　中間ロール用横押しロール
　３０　下作業ロール鉛直方向たわみ目標値演算装置
　３２　下作業ロール鉛直方向たわみ制御装置
　４０　荷重分布および／または板厚分布演算装置
　４２　上補強ロール圧下位置目標値演算装置

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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